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重量物の取り扱いは，腰痛発生のリスク要因と考えられる．厚生労働省「職場における腰痛予防対策指針」で

は，この対策として取り扱う重量を男性が体重の 40%以下，女性が体重の 24%以下に抑えるよう推奨している．

しかし，この対策では十分に腰痛を予防できていない．一方，欧米諸国では，ISO 11228-1 にて最大重量値を 25kg
と定め，さらにリスクアセスメントにより作業内容を考慮した推奨重量上限値（≦25kg）を算出している．我が

国においてもこの方法の導入が必要と思われる．しかし，欧米人に比べて体格の小さい日本人において，最大重

量値を 25kg としてよいのかは不明である．そこで本プロジェクト研究では，日本人の最大重量値を明らかにす

ることを目的とした，疫学調査および生体力学的実験を実施した．疫学調査では，①労働災害である業務上腰痛

の発生状況を分析するとともに，業務上腰痛の重症度と重量値との関係を検討した．②また，Web アンケート調

査により，労働者の腰痛と重量値との関係を検討した．生体力学的実験では，③労働現場において労働者の腰部

椎間板圧縮力を推定し，④実験室実験において取り扱う位置ごとの最大重量値を測定した． 
 
――――――――――――――――――――――――― 

1 研究の背景 
――――――――――――――――――――――――― 

休業 4 日以上の労働者死傷病報告によれば，新型コロ

ナウイルス感染症に関連しない業務上疾病のうち，負傷

に起因する災害性腰痛と負傷によらない非災害性腰痛

（以下，両者を併せて業務上腰痛と記載）は，業務上疾病

の約 6 割を占めている 1)．この業務上腰痛は，重量物の取

り扱いにおいて多く発生していることから，重量物の持

ち上げは腰痛発生のリスク要因と考えられる．この対策

としては，厚生労働省「職場における腰痛予防対策指針」

において，取り扱う重量を男性が体重の 40%以下，女性

が体重の 24%以下（男性の 60%）に抑えるよう推奨され

ている 2)．これに従うと，日本人男性 20 歳以上の平均体

重である 67kg の人は，約 27kg の重量まで取り扱うこと

が可能となる．また，女性労働基準規則 3)および年少者労

働基準規則 4)では，最大重量値を断続作業において 30kg
まで，継続作業において 20kg までと定めている．女性に

おいては，腰痛予防対策指針と女性労働基準規則を比べ

て軽い方の値が推奨されることになるが，男性において

は腰痛予防対策指針に準拠することになる． 
一方，欧米諸国では，我が国と同様に労働者の腰痛が問

題になっているが，重量物取り扱い作業にリスクアセス

メントの手法を取り入れることで打開を図ろうとしてい

る．ISO 11228-15)では，体重にかかわらず最大重量値を

一律 25kg と定め，さらにリスクアセスメントにより作業 

 
図 1 ISO 11228-1 における推奨重量上限値 

を算出する計算式 
 
内容に応じた推奨重量上限値を算出する（図 1）．このリ

スクアセスメントでは，垂直および水平の移動距離，体の

ひねり角度，持ち上げ頻度，物の持ち易さなどの複数の要

因を考慮して，作業内容に合った重量値（≦25kg）を算出

する．我が国においても，重量物の取り扱いは，最大重

量値の設定だけではなく，リスクアセスメントの実施を

含めた包括的な評価が必要と思われる．しかし，欧米人に

比べて体格の小さな日本人において，最大重量値を欧米

人と同じ 25kg として良いのかは明らかではない．また，

我が国においては，既存の体重に対する割合での重量制

限の有用性を含め，取り扱い重量が腰痛および腰部負担

に及ぼす影響について体系的に検討した研究はない． 

最大重量値 ✕ hM ✕ vM ✕ dM ✕ αM ✕ fM ✕ cM ✕ oM ✕ pM ✕ eM

25kg

推奨重量上限値 =

0～1

hM：体から物までの水平距離の乗数 vM：物の床からの高さの乗数

dM：物の垂直移動距離の乗数 αM：体のひねりの乗数

fM：作業頻度（回/分）の乗数 cM：物の持ち易さの乗数

oM：片手/両手作業の乗数 pM：複数人/1人作業の乗数

eM：8時間を超える延長時間の乗数
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――――――――――――――――――――――――― 

2 研究の概要 
――――――――――――――――――――――――― 

本プロジェクト研究では，重量値と腰痛・腰部負担との

関係を体系的に検討し，腰痛予防に有用な最大重量値を

明らかにすることを目的とした，疫学調査および生体力

学的実験を実施した．対象は，日常的に重量物を取り扱う

商業（卸売業・小売業），製造業，運輸交通業（運輸業・

郵便業），建設業の 4 業種とした．ここでの重量物とは，

軽量な物まで含むが，人や動物は含まない．また，最大重

量値は，定常的な重量物取り扱い作業時のものとし，持ち

上げ作業に加え，運搬，押す，引く，転がすなども対象と

した．研究期間は，令和 3 年度から令和 6 年度の 4 年間

であった． 
本研究は，以下の 4 つの疫学調査および生体力学的実

験にて構成した． 

①労働者死傷病報告の分析 
(a)発生状況の分析 

2018 年および 2019 年の業務上腰痛 10,208 件を対象

に，その発生状況を分析した．対象項目は，災害の発生月，

発生曜日，発生時刻，事業場の労働者数，被災者の性別，

年齢，経験年数，業種，起因物，休業見込日数とした．解

析では，これらの項目に対して単純集計およびクロス集

計を実施した． 

(b)腰痛の重症度と重量値の関係 
また，労働者死傷病報告（休業 4 日以上）に記載されて

いる「災害発生状況および原因」に関する自由記述および

略図から，取り扱い重量値を抽出し，休業見込日数と重量

値との関係を分析した．休業見込日数は，長いほど重症な

腰痛と考えられることから，ここでは腰痛の重症度に影

響する重量値について検討した．解析では，従属変数を休

業見込日数（4～7 日［参照］，8～14 日，15～30 日，≧

31 日），独立変数を重量値（<10kg［参照］，10～20kg，
20～30kg，≧30kg），調整変数を性別，年齢，業種，作業

姿勢とした多項ロジスティック回帰分析を実施した． 

②Web アンケート調査 
労働者が抱えている腰痛と重量値との関係を明らかに

することを目的とした 30,000 人の Web アンケート調査

を実施した．対象は，商業，製造業，運輸交通業，建設業

の労働者各 7,500 人とした．調査項目は，性別，年齢，身

長，体重，喫煙の有無，業種などの基本情報に加え，仕事

に支障をきたす腰痛の有無，重量値，職業性ストレス，作

業姿勢，作業中の姿勢変化の有無とした．調査時期は，

2022 年 1 月であった．得られたデータは，体重に対する

割合による重量制限の腰痛予防効果および重量物取り扱

いに伴う腰痛リスクを抑制する重量値についてそれぞれ

検討した． 

(a)体重に対する割合による重量制限の腰痛予防効果 
体重に対する割合による重量制限の有用性は，男女ご

とのロジスティック回帰分析にて解析した．解析では，従

属変数を腰痛の有無，独立変数を重量値，調整変数を年齢，

身長，体重，喫煙の有無，業種，職業性ストレス，作業姿

勢，作業中の姿勢変化の有無とした．独立変数の重量値は，

1）重量物の取り扱いなし，2）体重の 40%（男性）また

は 24%（女性）以下の重量物の取り扱いあり，3）体重の

40%（男性）または 24%（女性）を超える重量物の取り扱

いありとした． 

(b)重量物取り扱いに伴う腰痛リスクを抑制する重量値 
腰痛リスクを抑制する重量値の検討は，(a)と同様に男

女ごとのロジスティック回帰分析にて解析した．ただし，

独立変数の重量値は，1）0kg（重量物の取り扱いなし），

2）1～5kg，3）5～10kg，4）10～15kg，5）15～20kg，
6）20～25kg，7）25～30kg，8）≧30kg とした． 

③労働現場での腰部椎間板圧縮力推定 
作業中における労働者の腰部椎間板圧縮力を推定する

ことを目的とした現場測定を実施した．対象者は，建設業，

製造業，運輸交通業，商業に従事する計 256 名とした．

データの収集方法は，業務委託により各労働現場に測定

者を派遣し，ウェアラブルデバイスにより腰部の屈曲角

度やひねりなどを測定し，動画撮影により作業姿勢や動

作を記録した．また，労働者の基本情報を腰痛などの主観

評価とともに測定し，取り扱う物の重量値も測定した．解

析では，それらの情報を元に，各作業における労働者の腰

部椎間板圧縮力を推定した． 

④実験室での腰部椎間板圧縮力測定 
体からの距離や高さといった重量物を取り扱う位置ご

との最大重量値を明らかにすることを目的とした，実験

室での腰部椎間板圧縮力測定を実施した．対象者は性別，

年齢，身長，BMI（体重）の異なる日本人 69 名とし，取

り扱う重量値は 3kg～28kg とした．得られたデータは，

体重に対する割合による重量制限の実験的検討および取

り扱い可能な最大重量値についてそれぞれ検討した． 

(a)体重に対する割合による重量制限の実験的検討 
体重に対する割合による重量制限の実験的検討では，

体重に対する割合で重量を制限することが，生体力学的

観点からみて，腰痛予防に有用であるかを検討した． 

(b)取り扱い可能な最大重量値 

 
図 2 英国安全衛生庁の最大重量値 
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図 2 に英国安全衛生庁（HSE）が提案する各位置での

取り扱い可能な最大重量値を示す 6)．取り扱い可能な最大

重量値の検討では，日本人におけるこれらの最大重量値

の作成を目指した．最大重量値の決定には，重量物を保持

できることに加え，保持中の腰部椎間板圧縮力が腰痛リ

スクの高まる 3,400N7,8)を超えない範囲とした． 
 
――――――――――――――――――――――――― 

3 研究の成果 
――――――――――――――――――――――――― 

①労働者死傷病報告の分析 
(a)発生状況の分析 
労働者死傷病報告における業務上腰痛件数は，2018 年

および 2019 年で同様の傾向を示したことから，2 年分の

合計値で示す．業種大分類別の業務上腰痛件数は，保健衛

生業が 3,195 件（31.3 %）で最も多く，次いで商業が 1,688
件（16.5 %），製造業が 1,527 件（15.0 %），運輸交通業が

1,407 件（13.8 %）であった．また，就業者 10 万人あた

りでみると，運輸交通業（61.7 件）が最も多く，次いで保

健衛生業（19.1 件）と続いた．発生曜日別件数は休日明

けの月曜日に多く，発生時刻別件数は午前 9 時～12 時の

時間帯に約 4 割が発生していた．事業場規模別件数は労

働者数 10～49 人の事業場で多かった．被災者数は，就業

者 10 万人あたりに換算すると，男女共に同程度であり，

また 30 代および 20 代で多かった．経験年数別件数は 1
年未満で最も多く，経験年数が短いほど件数が多くなっ

た．起因物別件数は，起因物なしが全体の約 5 割と最も

多く，次いで重量物取り扱いである荷姿の物が約 2.5 割を

占めた．休業見込日数別件数は，2 週間以内が約 6 割を

占めた．これらの結果の一部は，報告書としてまとめ，研

究所ホームページで公開するとともに（図 3），学術雑誌

においても公開した 9)．また，本誌の他稿にその詳細を掲

載した． 
  

 
図 3 平成 30 年及び令和元年労働者死傷病報告における

業務上腰痛の発生状況に関する報告書 
 

(b)腰痛の重症度と重量値の関係 
休業見込日数と重量値との関係を解析した結果，休業 4

～7 日に対する休業≧31 日において，取り扱い重量が重

くなるほど休業≧31 日のオッズ比は大きくなった．特に，

≧30kg の重量では，<10kg に比べて有意に大きなオッズ

比を示した．一方，休業 4～7 日に対する休業 8～14 日お

よび休業 15～30 日においては，休業見込日数と重量値と

の間に有意な関係は認められなかった．1 か月以上の長期

休業となる腰痛は，重症な腰痛と考えられる．このことか

ら，30kg 以上の重量を取り扱う者は，重症な腰痛を発症

するリスクが高くなると示唆される．これらの結果は学

術雑誌にて公開し 10)，また本誌の他稿にその詳細を掲載

した． 

②Web アンケート調査 
(a)体重に対する割合による重量制限の腰痛予防効果 

体重に対する割合での重量制限の有用性について検討

した結果，取り扱い重量を男性で体重の 40%以下，女性

で体重の 24%以下に抑えている者は，それらを超える重

量を取り扱っている者に比べ，腰痛のオッズ比が有意に

低かった．しかし，重量物を取り扱っていない者に比べて

有意に高いオッズ比を示した．このことから，男性で体重

の 40%，女性で体重の 24%といった体重に対する割合で

の重量制限では，腰痛を十分に予防できないと示唆され

る． 

(b)重量物取り扱いに伴う腰痛リスクを抑制する重量値 
腰痛リスクを抑える重量値について検討した結果，男

女ともに重量物を取り扱っていない者に比べて，10kg 以

上の重量物を取り扱っている者は，腰痛のオッズ比が有

意に高くなった．一方，10kg 未満の重量物を取り扱って

いる者と重量物を取り扱っていない者の間に有意差は認

められなかった．このことから，重量物の取り扱いに伴う

腰痛リスクを抑制するには，取り扱う重量値を 10kg 未満

に抑えることが有用と示唆される． 

これら(a)(b)の結果は，まとめて学術雑誌にて公開し 11)，

また本誌の他稿にその詳細を掲載した． 

③労働現場での腰部椎間板圧縮力推定 
労働者にウェアラブルデバイスを装着させて 256 名分

のデータを収集した．建設業に関しては，腰痛の有無と仕

事中の腰部椎間板圧縮力との関係について解析を行った．

その結果，腰痛の有無と仕事中の腰部椎間板圧縮力との

間に有意な関係は認められなかった．労働現場では，腰痛

に関する様々な要因が混在するため，腰部負荷と腰痛と

の関係が現れにくかったと推察する．その他の業種に関

しては，現在解析を進めている． 

④実験室での腰部椎間板圧縮力測定 
(a)体重に対する割合による重量制限の実験的検討 
実験室実験で得られた男性 10 名（29 歳～55 歳）のデー

タを用いて，体重の 40%の重量物を持ち上げた際の腰部

椎間板圧縮力をシミュレーションにて算出した．この計

腰痛予防と持ち上げ重量に関する研究
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――――――――――――――――――――――――― 

2 研究の概要 
――――――――――――――――――――――――― 

本プロジェクト研究では，重量値と腰痛・腰部負担との

関係を体系的に検討し，腰痛予防に有用な最大重量値を

明らかにすることを目的とした，疫学調査および生体力

学的実験を実施した．対象は，日常的に重量物を取り扱う

商業（卸売業・小売業），製造業，運輸交通業（運輸業・

郵便業），建設業の 4 業種とした．ここでの重量物とは，

軽量な物まで含むが，人や動物は含まない．また，最大重

量値は，定常的な重量物取り扱い作業時のものとし，持ち

上げ作業に加え，運搬，押す，引く，転がすなども対象と

した．研究期間は，令和 3 年度から令和 6 年度の 4 年間

であった． 
本研究は，以下の 4 つの疫学調査および生体力学的実

験にて構成した． 

①労働者死傷病報告の分析 
(a)発生状況の分析 

2018 年および 2019 年の業務上腰痛 10,208 件を対象

に，その発生状況を分析した．対象項目は，災害の発生月，

発生曜日，発生時刻，事業場の労働者数，被災者の性別，

年齢，経験年数，業種，起因物，休業見込日数とした．解

析では，これらの項目に対して単純集計およびクロス集

計を実施した． 

(b)腰痛の重症度と重量値の関係 
また，労働者死傷病報告（休業 4 日以上）に記載されて

いる「災害発生状況および原因」に関する自由記述および

略図から，取り扱い重量値を抽出し，休業見込日数と重量

値との関係を分析した．休業見込日数は，長いほど重症な

腰痛と考えられることから，ここでは腰痛の重症度に影

響する重量値について検討した．解析では，従属変数を休

業見込日数（4～7 日［参照］，8～14 日，15～30 日，≧

31 日），独立変数を重量値（<10kg［参照］，10～20kg，
20～30kg，≧30kg），調整変数を性別，年齢，業種，作業

姿勢とした多項ロジスティック回帰分析を実施した． 

②Web アンケート調査 
労働者が抱えている腰痛と重量値との関係を明らかに

することを目的とした 30,000 人の Web アンケート調査

を実施した．対象は，商業，製造業，運輸交通業，建設業

の労働者各 7,500 人とした．調査項目は，性別，年齢，身

長，体重，喫煙の有無，業種などの基本情報に加え，仕事

に支障をきたす腰痛の有無，重量値，職業性ストレス，作

業姿勢，作業中の姿勢変化の有無とした．調査時期は，

2022 年 1 月であった．得られたデータは，体重に対する

割合による重量制限の腰痛予防効果および重量物取り扱

いに伴う腰痛リスクを抑制する重量値についてそれぞれ

検討した． 

(a)体重に対する割合による重量制限の腰痛予防効果 
体重に対する割合による重量制限の有用性は，男女ご

とのロジスティック回帰分析にて解析した．解析では，従

属変数を腰痛の有無，独立変数を重量値，調整変数を年齢，

身長，体重，喫煙の有無，業種，職業性ストレス，作業姿

勢，作業中の姿勢変化の有無とした．独立変数の重量値は，

1）重量物の取り扱いなし，2）体重の 40%（男性）また

は 24%（女性）以下の重量物の取り扱いあり，3）体重の

40%（男性）または 24%（女性）を超える重量物の取り扱

いありとした． 

(b)重量物取り扱いに伴う腰痛リスクを抑制する重量値 
腰痛リスクを抑制する重量値の検討は，(a)と同様に男

女ごとのロジスティック回帰分析にて解析した．ただし，

独立変数の重量値は，1）0kg（重量物の取り扱いなし），

2）1～5kg，3）5～10kg，4）10～15kg，5）15～20kg，
6）20～25kg，7）25～30kg，8）≧30kg とした． 

③労働現場での腰部椎間板圧縮力推定 
作業中における労働者の腰部椎間板圧縮力を推定する

ことを目的とした現場測定を実施した．対象者は，建設業，

製造業，運輸交通業，商業に従事する計 256 名とした．

データの収集方法は，業務委託により各労働現場に測定

者を派遣し，ウェアラブルデバイスにより腰部の屈曲角

度やひねりなどを測定し，動画撮影により作業姿勢や動

作を記録した．また，労働者の基本情報を腰痛などの主観

評価とともに測定し，取り扱う物の重量値も測定した．解

析では，それらの情報を元に，各作業における労働者の腰

部椎間板圧縮力を推定した． 

④実験室での腰部椎間板圧縮力測定 
体からの距離や高さといった重量物を取り扱う位置ご

との最大重量値を明らかにすることを目的とした，実験

室での腰部椎間板圧縮力測定を実施した．対象者は性別，

年齢，身長，BMI（体重）の異なる日本人 69 名とし，取

り扱う重量値は 3kg～28kg とした．得られたデータは，

体重に対する割合による重量制限の実験的検討および取

り扱い可能な最大重量値についてそれぞれ検討した． 

(a)体重に対する割合による重量制限の実験的検討 
体重に対する割合による重量制限の実験的検討では，

体重に対する割合で重量を制限することが，生体力学的

観点からみて，腰痛予防に有用であるかを検討した． 

(b)取り扱い可能な最大重量値 

 
図 2 英国安全衛生庁の最大重量値 
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算では，解析プログラム上において，体重を 50kg，70kg，
90kg に変化させ，それぞれ 20kg，28kg，36kg の重量物

を持ち上げる状態を作り出した．重量物を持ち上げる位

置は，頭，胸，腰，膝，脛の高さと，体から近いまたは遠

いの計 10 区画（図 2 参照）とした．シミュレーションの

結果，体重が重くなるほど，腰痛リスクが高いとされる

3,400N7,8)を超える区画が多くなった．これは，体重の重

い人ほど，体重に対する割合での重量制限による腰痛予

防効果が小さくなることを示している．このことから，男

性において体重の 40%で取り扱い重量を制限する方策で

は，腰痛を十分に予防できないと考えられる．この結果の

一部は学術雑誌にて公開し 12)，また本誌の他稿にその詳

細を掲載した． 

(b)取り扱い可能な最大重量値 
 重量物を保持する位置ごとの最大重量値に関しては，

解析に多大な時間を要することから，現時点で解析が終

了していない．ここでは，男性 11名分の結果のみを示す．

解析の結果，最大重量値は体に近い腰の高さで最も重い

20kg まで保持できた．この他の区画においては，腰の高

さから高くなるまたは低くなるほど保持できる重量は軽

くなり，また体から離れるほど軽くなった．英国男性の最

大重量値は 25kg となっている 6)．このことから，解析途

中ではあるものの，日本人男性の最大重量値は，25kg よ

りも軽くなる可能性が示された．この結果は，本誌の他稿

にその詳細を掲載した． 
 
――――――――――――――――――――――――― 

4 今後の課題 
――――――――――――――――――――――――― 

本研究では，体重に対する割合での重量制限が，腰痛を

十分に予防できない結果が得られた．これは，腰痛予防対

策指針の改訂が必要であることを示唆する．改訂内容と

しては，欧米諸国で導入されているリスクアセスメント

の手法（ISO 11228-1）を導入することが一つの方策にな

ると思われる．この手法は，重量物の移動距離や取り扱い

頻度などを考慮するため，作業内容に合った重量値を提

案することができる．この提案により，労働者の腰部負担

の軽減が期待できる．また，その際の最大重量値は，本研

究における全データの解析を待つ必要があるが，欧米人

の 25kg に比べて軽くなると思われる．さらに今後は，最

大重量値に加え，日本人に適切な ISO 11228-1 の計算方

法を検討し，日本人に合った評価基準を確立する必要が

ある． 
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算では，解析プログラム上において，体重を 50kg，70kg，
90kg に変化させ，それぞれ 20kg，28kg，36kg の重量物

を持ち上げる状態を作り出した．重量物を持ち上げる位

置は，頭，胸，腰，膝，脛の高さと，体から近いまたは遠

いの計 10 区画（図 2 参照）とした．シミュレーションの

結果，体重が重くなるほど，腰痛リスクが高いとされる

3,400N7,8)を超える区画が多くなった．これは，体重の重

い人ほど，体重に対する割合での重量制限による腰痛予

防効果が小さくなることを示している．このことから，男

性において体重の 40%で取り扱い重量を制限する方策で

は，腰痛を十分に予防できないと考えられる．この結果の

一部は学術雑誌にて公開し 12)，また本誌の他稿にその詳

細を掲載した． 

(b)取り扱い可能な最大重量値 
 重量物を保持する位置ごとの最大重量値に関しては，

解析に多大な時間を要することから，現時点で解析が終

了していない．ここでは，男性 11名分の結果のみを示す．

解析の結果，最大重量値は体に近い腰の高さで最も重い

20kg まで保持できた．この他の区画においては，腰の高

さから高くなるまたは低くなるほど保持できる重量は軽

くなり，また体から離れるほど軽くなった．英国男性の最

大重量値は 25kg となっている 6)．このことから，解析途

中ではあるものの，日本人男性の最大重量値は，25kg よ

りも軽くなる可能性が示された．この結果は，本誌の他稿

にその詳細を掲載した． 
 
――――――――――――――――――――――――― 

4 今後の課題 
――――――――――――――――――――――――― 

本研究では，体重に対する割合での重量制限が，腰痛を

十分に予防できない結果が得られた．これは，腰痛予防対

策指針の改訂が必要であることを示唆する．改訂内容と

しては，欧米諸国で導入されているリスクアセスメント

の手法（ISO 11228-1）を導入することが一つの方策にな

ると思われる．この手法は，重量物の移動距離や取り扱い

頻度などを考慮するため，作業内容に合った重量値を提

案することができる．この提案により，労働者の腰部負担

の軽減が期待できる．また，その際の最大重量値は，本研

究における全データの解析を待つ必要があるが，欧米人

の 25kg に比べて軽くなると思われる．さらに今後は，最

大重量値に加え，日本人に適切な ISO 11228-1 の計算方

法を検討し，日本人に合った評価基準を確立する必要が

ある． 
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